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本報告書で報告する NISTEP定点調査 2016は、第 5期基本計画期間中の 2016～20年度の 5年間にわた
って実施する調査(第 3 期 NISTEP 定点調査)の第 1 回目(2016 年 10 月 27 日～2017 年 1 月 31 日に実施)と
なる。ここで得られた結果は、第 5 期基本計画に基づく施策が開始されつつある時点の研究者や有識者の認
識であり、2020年度まで継続して実施するNISTEP定点調査の基準点となる。NISTEP定点調査を継続的に実
施する中で、第 5 期基本計画期間中に実施される施策の効果が観測できると考えられる。以下に、NISTEP 定
点調査の基準点となる 2016年度調査のポイントをまとめる。 
2  NISTEP 定点調査の概要 
2-1  回答者属性 
本調査の調査対象者は、大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループからなる。前者は大
学・公的研究機関の長、マネジメント実務担当者、現場の教員・研究者、大規模研究開発プロジェクト(SIP, 



















ウント)を用いて分類を行った。論文数シェアが 4％以上の大学は第 1 グループ、1％以上～4％未満の大学は
2 
第 2グループ、0.5％以上～1％未満の大学は第 3グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学は第 4グループ
とした。各大学グループにおける大学部局分野別の回答者数を概要図表 3 に、国公私立別の回答者数を概
要図表 4に示す。 
概要図表 1  各回答者グループの回答率 
 
概要図表 2  各回答者グループにおけるセクターごとの回答者数 
 
概要図表 3  大学グループと大学部局分野のクロス集計(回答者数) 
 


























大学グループ 理学 工学 農学 保健 全体
第1グループ 54 80 19 60 213
第2グループ 59 117 40 100 316
第3グループ 50 101 57 133 341
第4グループ 45 148 57 137 387
全体 208 446 173 430 1,257
大学部局分野
大学グループ 国立 公立 私立 全体
第1グループ 265 0 0 265
第2グループ 322 0 58 380
第3グループ 272 42 93 407
第4グループ 267 57 214 538
全体 1,126 99 365 1,590
大学の国公私立分類
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2-2  質問票の構成と回答に際しての前提条件 
質問票の構成を概要図表 5 に示す。質問への回答方法は、6 段階(不十分←→十分など)から最もふさわし
いと思われるものを選択する方法(6 点尺度質問)と自由記述質問である。科学技術やイノベーションの状況を
観測する上で重要と考えられる質問については、第 2 期 NISTEP 定点調査から継続して質問を行った。また、
第 5 期基本計画を踏まえて、新たに「大学改革と機能強化」のパートを追加するとともに、各パートに新規の質














































2-3  指数による結果の表示と指数の解釈 
本報告書では、6点尺度質問の結果を 0～10ポイントの値に変換した指数を用いて議論を行う。具体的には、
6 点尺度を、「1」→0 ポイント、「2」→2 ポイント、「3」→4 ポイント、「4」→6 ポイント、「5」→8 ポイント、「6」→10 ポ
イントに変換し、その平均値を属性ごと（大学グループ別、大学部局分野別など）に集計した。指数の解釈の仕
方を概要図表 6に示す。指数の解釈にあたっての考え方を第 2部の調査方法に示した。 
概要図表 6  報告書中における指数の表示方法 
 
 








































答者数を示した属性である。回答者数が 50名以上の属性を表示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10 ポイントに変換した値である。 
概要図表 8  結果の表示を行った属性と回答者数 
 










































機関別 大学等 1,655 青
公的研究機関 314 青




大学種別 国立大学等 1,192 青
公立大学 99 青
私立大学 365 青
















































第 2期 NISTEP定点調査からの継続質問であり、大学・公的研究機関グループのみに質問を行った。 




























































































































公的研究機関 2.8(309) 学長･機関長等 3.7(120)
マネジメント実務 3.9(158)







































































ついて質問した。本質問は、一部文言を修正のうえ第 2 期 NISTEP定点調査から継続している質問である。 
この質問については、大学グループによって顕著な違いが見られた。大学グループ別に見ると、第 1グルー
プは不十分との認識、第 2、4 グループは不十分との強い認識、第 3 グループは著しく不十分との認識を示し
ている。大学部局分野別の農学でも著しく不十分との認識が示されている。 


































































































































4  研究環境及び研究資金の状況 
研究環境及び研究資金の状況のパートは、研究環境の状況、研究施設・設備の状況、知的基盤・情報基盤
及び研究成果やデータの公開・共有の状況、科学技術予算等の状況の中項目から構成される。以下では、各
中項目の質問内容と NISTEP 定点調査 2016の結果を示す。 























4-2  研究施設・設備の状況 
研究施設・設備の状況の中項目では、「創造的・先端的な研究開発や優れた人材の育成を行うための研究
施設・設備の程度(Q204)」と「組織内で研究施設・設備・機器を共用するための仕組み(Q205)」についての2つ















































































































4-3  知的基盤・情報基盤及び研究成果やデータの公開・共有の状況 
知的基盤・情報基盤及び研究成果やデータの公開・共有の状況についての中項目では 3 つの質問を行っ
た。まず、「我が国における知的基盤や研究情報基盤の状況(Q206)」と「公的研究機関が保有する最先端の
















4-4  科学技術予算等の状況 
科学技術予算等の状況についての中項目では、「科学技術に関する政府予算(Q209)」と「政府の公募型研




































































































































5  学術研究・基礎研究と研究費マネジメントの状況 
学術研究・基礎研究と研究費マネジメントの状況のパートは、学術研究・基礎研究の状況、研究費マネジメ
ントの状況の中項目からなる。以下では、各中項目の質問内容と NISTEP定点調査 2016 の結果を示す。 
5-1  学術研究・基礎研究の状況 












































答者数を示した属性である。回答者数が 50名以上の属性を表示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10 ポイントに変換した値である。 
 





















































































































ているといった意見や、AMED と JST 及び NEDO の境界となる部分で、支援から抜け落ちてしまっている研究
領域が存在するとの意見も見られた。 
 









































































6  産学官連携とイノベーション政策の状況 
産学官連携とイノベーション政策の状況のパートは、産学官の知識移転や新たな価値創出の状況、知的財
産マネジメントの状況、地方創生の状況、科学技術イノベーション人材の育成の状況、イノベーションシステム
の構築の状況の中項目から構成される。以下では、各中項目の質問内容と NISTEP 定点調査 2016 の結果を
示す。 
6-1  産学官の知識移転や新たな価値創出の状況 
産学官の知識移転や新たな価値創出の状況の中項目では、大学・公的研究機関グループ及びイノベーシ
ョン俯瞰グループの両方に対して 5 つの質問を行った。第 2 期 NISTEP 定点調査までは、産学官のニーズや












の状況について尋ねている。5 つの質問のうち、最初の 4 つの質問は、第 3 期 NISTEP 定点調査において新





























答者数を示した属性である。回答者数が 50名以上の属性を表示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10 ポイントに変換した値である。 
注 2: Q401～Q405 では、大学・公的研究機関グループには回答者の属性に応じて所属する部局又は組織の状況、イノベーション俯瞰グループには大学・
公的研究機関について日本全体の状況を回答するよう求めた。 
6-2  知的財産マネジメントの状況 
知的財産マネジメントの状況の中項目では、「研究開発から得られた知的財産を活用するための知的財産
マネジメント(Q406)」と「研究開発で生み出されたシーズを、民間企業で活用する上でのギャップを埋めるため





























































































大学発ベンチャー 2.5(69) 大規模PJの研究責任者 4.0(148)





















































答者数を示した属性である。回答者数が 50名以上の属性を表示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10 ポイントに変換した値である。 






































































































大学発ベンチャー 2.0(67) 第1グループ 3.1(196)
第2グループ 2.7(280)












第1グループ 3.7(206) 農学 5.4(166)
公的研究機関 3.4(278)
中小企業 3.0(63)
























6-5  イノベーションシステムの構築の状況 
イノベーションシステムの構築の状況の中項目では主に民間企業におけるイノベーション実現を促進するた
めの制度や支援等の状況について質問した。最初の 5つの質問(Q413～Q417)は、第 2期 NISTEP定点調査



































































































































7  大学改革と機能強化の状況 
大学改革と機能強化の状況のパートは、大学経営の状況、学長や執行部のリーダーシップの状況の中項
目から構成される。本パートは、第 3 期 NISTEP 定点調査において新たに設けられたパートであり、ここに含ま










































答者数を示した属性である。回答者数が 50名以上の属性を表示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10 ポイントに変換した値である。 










































































































8-1  社会との関係の状況 
































































































































































































9  NISTEP 定点調査 2016 のまとめと示唆 
「科学技術の状況に係る総合的意識調査(以下、NISTEP 定点調査)」は、産学官の一線級の研究者や有識
者への継続的な意識調査を通じて、我が国の科学技術やイノベーションの状況変化を把握する調査である。












期 NISTEP 定点調査の結果も踏まえて、第 5 期基本計画期間中の状況把握を行う上で、今後、注視が必要と
考えられる 4点をまとめる。 
 
9-1  若手研究者が安定かつ自立して研究を推進できるような環境の構築 






































9-3  イノベーション創出に向けた人材の好循環の誘導 
産学官連携については、多くの質問において大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループ




























9-4  大学改革と機能強化 
大学改革と機能強化については、大学等の回答者からはほぼ問題ないとの認識が示される一方で、イノベ
ーション俯瞰グループの回答者からは不十分との認識が示されている。また、大学等の回答者に注目しても、
学長・機関長等やマネジメント実務担当と現場の研究者の間で認識のギャップが見られている。 
自由記述を見ると、大学改革にかかわる各種の取組は行われているが、それに対して現場研究者、特に多
様な業務に対応する優秀な研究者が、負担を感じている様子が分かる。実際、「研究者の研究時間を確保す
るための取組(Q202)」において著しく不十分との認識が示されているが、その理由として大学改革にかかわる
作業をあげる回答者も見られた。加えて、「業績評価の結果を踏まえた研究者への処遇(Q114)」については不
十分との強い認識が示されているように、改革の成果を現場の研究者が感じるには至っていない。 
現在は過渡期であるため上記のような認識が示されている可能性があるが、各種の改革を大学の研究力に
つなげていく必要がある。例えば、間接経費等の確保・活用や教員間の役割分担を通じて、一線級の研究者
が研究に集中できる環境を作ることが出来れば、研究環境に対する現場研究者の認識も徐々に上昇していく
と考えられる。また、民間企業の回答者からは、個々の大学が自大学の個性や特色を独自の取組によって形
成し、社会に発信していく必要があるという指摘もあった。 
なお、任期付き若手研究者の中には、大学改革に伴う学部再編等によって再任や昇進が凍結されたことで、
昇進も更新もできないままポストドクターになるか、転職せざるを得ないという状況が生じているという指摘もあ
った。各大学が若手研究者を育てるという認識を強く持った上で、改革を行っていく必要もあると考えられる。 
 
2011～15年度に実施した第 2期NISTEP定点調査からは、イノベーション政策への期待感の増大や一部進
展が見られる一方で、大学・公的研究機関における研究活動の基盤に対する危機感の増大が見られた。第 5
期基本計画に合わせて、調査項目や回答者の見直しを行った第 3期NISTEP定点調査の初年度においても、
この傾向は継続して見られている。第 5期基本計画期間中に我が国の科学技術の状況を改善するには、基本
計画で述べられている事項に立ち返り、科学技術やイノベーションを考える上で核となるような事項については、
我が国の科学技術にかかわる全てのアクターが問題意識を共有し、長期的な視点を持って施策を実施するこ
とが必要である。 
 
 
